
2021年度
中小企業経営の改善及び

地域活性化のための取り組みについて
（地域密着型金融の取り組み状況について）
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中小企業の経営支援に関する態勢（外部専門家
・外部機関との連携を含む）の状況
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●お取引先の経営をサポートする態勢

お取引先

• 本業支援

• 新規創業

• 販売、仕入先の開拓

• 海外進出

• 業務提携

• 事業承継

• Ｍ＆Ａ

• 財務相談

• 人材紹介

など

営業店

本部

企業サポート部 審査部

本部
コンサルティング営業部

●本業支援チーム

企業のライフステージをトータルに支援す

るソリューション、経営支援、ビジネスマッ

チング、医療・介護、環境・新エネルギー、

農業、海外進出支援

●相続・事業承継チーム

相続・遺産整理・事業承継・Ｍ＆Ａ

●地方創生支援チーム

地方版総合戦略実施への協力、産学官

金・外部機関連携

連携
経営改善・

事業再生支援

相談・

ニーズ把握

各種ソリューションの提案・実行

（資金供給・ビジネスマッチングなど）

ト マ ト 銀 行地 域

連携

外 部 専 門 家
外 部 機 関 等

一体
連携

• 税理士、弁護士

• 中小企業診断士など

• 地方公共団体

• 経済産業局

• 商工会議所

• ＪＥＴＲＯ

（日本貿易振興機構）

• 地域経済活性化支援機構

• 地域活性化ファンド

• 事業承継ファンド

• 岡山県行政書士会

など

トマト銀行
グループ各社

情報共有
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項目 内容

医療・介護 2022年3月末

医療・介護向け貸出残高 485億円
（医療介護チーム結成時 2010年9月末比 +258億円）

貸出先数 656先
（医療介護チーム結成時 2010年9月末比 +320先）

１.（1）地域の成長分野支援
（医療・介護）

●おかやま共創パートナーシップ 令和4年度診療報酬改定オンラインセミナー開催（2022年3月15日）



１.（2）地域の成長分野支援
（食品・農業）
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第2回トマトセレクト商談会 第2回おかやま共創アグリセミナー

項目 内容

食品・農業

2021年7月

○「第2回トマトセレクト商談会」開催
西日本旅客鉄道株式会社（JR西日本）をバイヤーとして、JR西日本の
ECサイトに食料品掲載を希望する地元セラーとの商談会を開催

・トマト銀行のお取引先8社参加

2021年12月

○「第3回トマトセレクト商談会」開催
株式会社G7ジャパンフードサービスをバイヤーとして、「地元のこだわり
を持った食品」を提供できる地元セラーとの商談会を開催

・トマト銀行のお取引先5社参加

2022年3月

○「第2回おかやま共創アグリセミナー」開催(リモート)
参加者82名(内トマト銀行のお取引先17名)
① 「農業の新しいカタチを、農業×音楽×デザインでブランディング！」
②農業の課題解決はどうしている？コロナ禍の農業現場



項目 内容

ＭＳＰ個社別協議 2021年度 2先に対し2～3ヵ月に1回のペースで開催

２．経営改善・事業再生支援
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●経営支援プロジェクト（ＭＳＰ）による取り組み

※ ＭＳＰは、Management Support Project の略です。

お取引先の経営改善支援をより強力に推し進め
るため、2012年5月に「経営支援プロジェクト
（ＭＳＰ）」を始動し、外部専門家や外部機関など
と連携して、より実効性の高い経営改善支援策を
お取引先にご提供する体制を強化しています。

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
営
業
部



項目 内容

「事業再構築補助金」

申請支援
2021年度

当社支援先
採択件数 48先

「ものづくり・商業・サービス生産性

向上促進補助金」申請支援
2021年度

当社支援先
採択件数 4先

３．経営革新等支援機関関連業務
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項目 内容

トマト創業支援ファンドによる支援 2021年度

４．創業支援への取り組み
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投資実行日 投資先名 投資額
（千円）

事業内容

7月30日
（第13号案件）

株式会社paintory 9,952

アパレル商品開発・
製造販売を支援する
オンラインサービスの
運営

2月25日
（第14号案件）

フェムトディプロイメンツ
株式会社

9,999
電磁波による液体の
状態測定装置の開
発・販売

＜トマト創業支援ファンド＞

・2017年10月31日に、京都市に本社を置くフューチャーベンチ

ャーキャピタル株式会社をGP（無限責任組合員）として、当社

が99％出資したトマト創業支援有限責任組合（略称：トマト創

業支援ファンド）を総額３億円の規模で設立しました。

・小規模事業者を対象とした創業支援ファンドで、 「創業支援」

「地域企業の経営改善」「域内経済の活性化」を目的としてい

ます。



項目 内容

相続・事業承継チーム

の活動
2021年度

・遺言信託、遺産整理業務、事業承継、税務申告、
財産承継プランニング等の成約 計81件

・M＆A成約 計9件
・相続、事業承継個別相談会開催 計4ヵ店

吉備津支店 玉島支店 水島支店 和気支店
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５．事業承継支援

③方針を協議

④事業承継問題の解決をサポート
・事業承継対策の立案支援

自社株評価対策、持株会社設立支援 等

・新たな担い手への引継ぎ支援

親族内承継、親族外承継、第三者承継

お客さま 営業店

コンサルティング営業部

・当社提携先の税理士事務所、事業承継・引継ぎ支援センター

提携金融機関等と協働

①ニーズをヒアリング
・事業承継に対する考え、イメージ

・後継者の有無

②ニーズ共有
ヒアリングシート送付

相続・事業承継

チーム
Ｍ＆Ａチーム

事業承継問題のサポート体制

外部専門家を活用する場合



６ ．ビジネスマッチング、販路開拓支援

項目 内容

第二地方銀行協
会加盟行による
共同商談会参加

2021年8月～

第二地方銀行協会加盟行による共同商談会
～「食の魅力」発見データベース商談会2021～への参加
・オンライン商談会への参加
・地元企業 7社参加（2022年3月末時点）
・バイヤー面談25社（2022年3月末時点）
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７．地方創生に関する支援体制
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県
・
市
町
村

情報収集・

支援実施

相談･協力要請

コンサルティング機能発揮提案・情報収集

相談･協力要請

営業店 総合戦略への

協力状況報告

・支援要請へ

の対応協議

アドバイス

支援方針指示

営業店支援

情報提供

情報提供・
情報共有

ト マ ト 銀 行

本部

地方創生支援チーム

・創生窓口より地方版総合戦略の
推進状況についての情報収集・
アドバイス

・自治体からの支援要請に対する
対応方針の策定

・営業店の自治体支援のバックアッ
プ

・自治体への支援実施状況などの
取りまとめ

地方創生推進担当
（全支店長）

・ 取引先などから地方創生に関する

情報を積極的に収集し、デスクと共

有

地方創生窓口

・担当自治体を訪問して情報収集し、
デスクに報告

・自治体からの支援要請内容をデスク
に報告

・支援方針に基づき、自治体支援



８．地方創生に関する取り組み

項目 内容

①2021年度 トマト次世代経営塾
の開催

2021年5月～

・企業の経営者及び後継者に経営全般を学習する場を提供し、塾
生相互の人脈づくりをサポートする場として2021年度（第１7期）

トマト次世代経営塾を開催（塾生61名）
・各種研修会、講演会を開催

②岡山県プロフェッショナル人材
戦略拠点が連携する金融機関
連携プロジェクトへの参画

2021年4月21日

・地域企業の潜在的な求人ニーズの発掘とマッチング強化を図るた
め、岡山県内金融機関、人材紹介会社、岡山県プロフェッショナル
人材戦略拠点が連携する「金融機関連携プロジェクト」に参画

・県内9金融機関と人材紹介会社20社が覚書を締結

③株式会社商工組合中央金庫と
「事業再生・経営改善支援に関
する業務協力契約」締結・「ビ
ジネスマッチング業務における
連携・協力に関する覚書」締結

2021年4月26日
2021年8月31日

・当社と株式会社商工組合中央金庫は、2021年4月26日、中小企
業へのソリューション提供を強化するため「事業再生・経営改善支
援に関する業務協力契約」を締結。また2021年8月31日、地域産
業や雇用を担う中小企業の企業価値向上をサポートするため「ビ
ジネスマッチング業務における連携・協力に関する覚書」を締結。

④山陽学園大学・山陽学園短期
大学との地方創生・地域活性
化に向けた連携協定の締結

2021年9月22日
・岡山県等における中小企業・小規模事業者に対する支援を円滑
に行うため、地方創生・地方活性化に向けた連携協定を締結

⑤おかやま共創パートナーシップ 2021年度
・地域のフードロスの課題解決に向けた取組協力の実施
・第2回おかやま共創アグリセミナーの開催
・令和4年度診療報酬改定オンラインセミナー
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９．地域の安心・安全に関する取り組み
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項目 内容

交通安全用品の贈呈 2021年度

贈呈先：岡山県（県内市町を含む）
贈呈品：横断旗 ３，０００本、夜光タスキ １，５００本

１９６９年から、交通事故防止に役立てていただくため、累計で
横断旗約３９万５千本、夜光タスキ約２万５千本などを寄贈

●岡山県への贈呈（2021年4月12日） ●岡山市への贈呈（2021年4月12日）



１０．主要計数の実績

実績

2021年3月末 2022年3月末 2021年3月末比

中小企業（※）向け貸出残高
（市場性ローン・預担を除く） 3,723億円 3,815億円 +92億円

事業者貸出先数 11,226先 11,414先 +188先

事業者メイン先数
（貸出金シェア第1位） 3,160先 3,385先 +225先

※ 「中小企業」とは資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は5千万円）以下の会社又
は常用する従業員が300人（ただし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等。
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2021年3月末 2022年3月末 2021年3月末比

本業支援成約件数（累計） 6,484件 9,489件 +3,005件

相続、事業承継及び
関連業務成約件数（累計） 270件 351件 +81件

※成約件数累計は、2018年度からの累計。
本業支援成約件数（累計）は創業・第二創業を含めた計数。


